
基礎からわかる
NPO法人設立講座

～NPO法人設立編～

北部地域振興センター

県民生活担当埼玉県のマスコット「コバトン」「 さいたまっち」
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１ 法人設立の方法は？

法人成立までの手続きの流れ

①準備会（発起人会）

②設立総会（法人設立の意思決定）

④認証（又は不認証）の決定・通知

⑥登記完了届
⑦各種届出

（税務・労務等）

③設立認証申請（地域振興センターへ）

⑤設立の登記
（法人として成立）

設立者が集まり、法人の運営や事業内容を検討します。
設立認証申請に必要な書類を準備します。

設立者と社員が集まって設立の意思決定をします。
総会では代表者と役員を選任し、定款、事業計画、活
動予算を議決します。

①と並行して地域振興センターへ
事前相談してください

認証通知が届いてから２週間以内に行います。
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１ 法人設立の方法は？

NPO法人認証制度
申請書を所轄庁に提出→設立の「認証」を受ける

・所轄庁
NPO法人の認証権や監督権を持つ行政機関のことで、
主たる事務所がある都道府県知事等（政令市）となる

・窓口（埼玉県の場合） 
①地域振興センター
②共助課社会づくり課
（２つ以上の都道府県に事務所を置き、主たる事務所を埼玉県に置く

 法人など）
③市役所市民活動担当課
（さいたま市、加須市、本庄市、志木市、久喜市、吉川市のみ）

熊谷市、深谷市、寄居町に主たる事務所を置く場合は、北部地域振興
センターが担当となります。ただし、従たる事務所を他県又はさいたま
市に置く場合は、共助社会づくり課が担当になります。
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２ 設立認証の要件は？

設立認証の要件（活動目的）

①特定非営利活動を行うことを主たる目的とすること

②不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与することを目的とこpp  

  していること

③営利を目的としていない（社員に利益を分配しない）こと

④宗教活動や政治活動を主たる目的としないこと

⑤特定の公職の候補者や公職にある者又は政党を推薦、支持、pp

お反対することを目的としないこと

⑥暴力団やその構成員（構成員でなくなってから５年を経過しない
 者を含む。）の統制の下にある団体でないこと

⑦特定の個人や法人、団体の利益を目的として事業を行わないこと
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２ 設立認証の要件は？

設立認証の要件（組織要件等）

⑧社員（総会で表決権をもつもの）が１０人以上いる

⑨社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さない

⑩総会（社員の意思決定機関）を年１回以上開催する

⑪理事が３人以上、監事が１人以上いる

⑫役員はＮＰＯ法第２０条に規定する欠格事由に該当しない

⑬役員の親族規定に該当しない

⑭役員（理事・監事）のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の
    ３分の１以下である
⑮その他の事業を行う場合は、特定非営利活動に支障がない

 範囲で行い、生じた収益は特定非営利活動に充てる
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２ 設立認証の要件は？

用語の説明
●社員
法人の構成員であり、法人の意思決定機関である社員総会
において議決権を持つ会員（正会員）のこと
≒株主（但し利益分配されない）

●役員
・理事：法人の業務を代表する
・監事：理事を監督したり、法人の財産状況を監査する
※監事は理事や職員との兼職ができない

●職員
法人の事務職員（≒会社員）



6

３ 認証を受けるために必要なものは？

提出書類一覧
１ 設立認証申請書

２ 添付書類
①定款  ②役員名簿
③各役員の就任承諾及び誓約書の写し
④各役員の住所又は居所を証する書面（住民票）
⑤社員のうち１０人以上の者の名簿
⑥確認書 ⑦設立趣旨書
⑧設立総会議事録の写し
⑨事業計画書（２か年度分）
⑩活動予算書（２か年度分）

④の住民票については、住民基本台帳ネット
ワークシステムでの本人確認を利用すること
で、提出が不要となる場合もあります。
（詳しくは地域振興センターへお問い合わせく
ださい。）

各書類の様式・記載例は「NPOコバトン
びん」からダウンロードできます。
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３ 認証を受けるために必要なものは？

定款：法人を運営するためのルールを定めたもの

誤字・脱字
に注意！

記載例を「NPOコバトン

びん」でダウンロードでき
ます！



申請書類の様式を
ダウンロードできます。

３ 認証を受けるために必要なものは？

8

検索エンジンで「コ
バトンびん」と検索
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３．５ オンライン申請について

設立認証申請を含むNPO法人の手続きがオンライン

上で行えます。

※従来どおり、書面での申請も可能です。

※設立をお考えの方でウェブ報告システムをご利用

 の場合も、事前相談を受け付けています。

内閣府ウェブ報告システムをご利用ください
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３．５ オンライン申請について

内閣府ウェブ報告システムの利用方法

①検索エンジンで「内閣府NPOホー
ムページ」と検索

②ここから新規ユーザ登録
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３．５ オンライン申請について

内閣府ウェブ報告システムに関する相談先

内閣府NPOホームページ サポートデスク

⚫ 電話番号：０１２０－８７６－５３１

⚫ 窓口時間：月曜日から金曜日（祝日を除く）

  ９：３０～１1：５９，１３:００～１８：００

※手続きに関するお問い合わせは所轄庁窓口（地域振興セ
ンター等）にお願いいたします
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４ 認証後の注意事項

認証しただけでは成立していません！

法務局で登記
  認証の通知を受けた日から２週間以内に手続き

→手続き完了後、「設立登記完了届出書」等を

 所轄庁の窓口へ提出

※登記に関するお問い合わせは法務局へお願いします。
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４ 認証後の注意事項

●県税事務所・市町村役場への届出

●税務署への届出

 （法人税法上の収益事業を行う場合等）

※税務に関するお問い合わせは税務署・県税事務所

 ・市町村役場の税担当課へお願いします。

税務に関する手続き

設立する法人の事業が収益事業に該当するかどうかは、
自己判断せず、法人設立前に税務署へご相談ください。
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